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１．総合戦略の策定の趣旨

平成２６年１２月の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「総合戦略」という。）

の閣議決定から５年が経過し、国は令和元年１２月に令和２年度からの５年間を計画期間

とする第２期総合戦略を新たに閣議決定しました。

国の第２期総合戦略では、地方公共団体が行う第２期総合戦略の策定に向けての基本的

な考え方として、これまでの取組の検証を踏まえるとともに、基本的な枠組みを維持しつつ、

切れ目のない取組を進めるよう示しております。

また、本市が策定した第１期総合戦略の基本的な考え方は、勝浦市総合計画の基本的な考

え方等と合致させることとしており、新たに策定する勝浦市の第２期総合戦略においても、

勝浦市総合計画における令和２年度から令和４年度までを計画期間とする第４次実施計画

と整合性を図るとともに、国が推進する「Society 5.0※1」の実現や「SDGs※2」の達成に向

けた取組を注視しながら、本市における「人口減少と地域経済縮小の克服」「まち・ひと・

しごとの創生と好循環の確立」を目指します。

２．総合戦略の計画期間

総合戦略の計画期間は、令和３年度(2021年度)から令和７年度(2025年度)までの５年間
とします。

※1 Society5.0とは、サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、

経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の社会（Society）のことで、狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会

（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）に続く、新たな社会を指すもの。

※2 SDGs（エスディージーズ）とは、「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略称であり、

2015年 9月の国連サミットで採択された 2030年を期限とする、先進国を含む国際社会共通の 17の開発目標。
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３．総合戦略と他の計画との関係

勝浦市では、平成２３年(2011 年)からの１２年間を計画期間とする総合的かつ計画的な行
政運営の指針となる「勝浦市総合計画」を策定しています。

また、この総合計画に掲げる施策を計画的かつ具体的な推進を図るため、各分野における

施策の方向性を具体化し、補完する「個別計画」を策定しています。

総合戦略も他の個別計画と同様、総合計画に掲げる施策を具体化し、補完するものですが、

総合戦略は、他の個別計画において示された各種取組と連携しつつ、本市における「人口減

少と地域経済縮小の克服」「まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立」を目的に策定され

るものです。

※総合計画の方向性を具体化・補完するための事業計画で、子育て分野や観光分野などの施策ご

とに策定した事業計画。

勝浦市総合計画

まち・ひと・しごと創生

総合戦略

・人口減少・地域経済縮小の克服

・まち・ひと・しごとの創生と

好循環の確立
個別施策の展開

総合計画の方向性を具体化・補完

個別計画
※

連携
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４．総合戦略の基本的な方向性

（１）本市の現状及び課題

勝浦市の人口は、昭和３３年の３１，４００人をピークに減少し続けています。令和２

年４月１日現在の人口は１７，０５５人まで減少し、また、人口構成も少子高齢化が一層

進展することが見込まれます。

人口減少が本市経済に与える影響は、消費市場の規模縮小だけではなく、労働力不足、

需給両面において地域経済を縮小させる大きな要因となっています。こうした地域経済

の縮小は、市民の経済力の低下につながり、また、高齢化の進展も重なることで、地域社

会の様々な基盤の維持が困難となりつつあります。つまり、本市は「人口減少が地域経済

の縮小を呼び、地域経済の縮小が人口減少を加速させる」という悪循環に陥っている状態

にあると言えます。

さらに、社会や経済のグローバリゼーションが進展するなか、未知のウイルスや細菌に

よる感染症拡大などの脅威は、今後も地方における社会生活や経済活動に深刻な影響を

及ぼすことが予想されます。

このような状況から、急激な人口減少を克服し、本市経済社会の維持・発展を成し遂げ

るために、行政と市民が危機感と問題意識を共有しつつ、国、県、近隣市町と連携しなが

ら、活力ある地域社会の形成に向けて一体的・持続的に取り組むことが何よりも重要です。

（２） 進むべき方向性

人口流出の抑制・流入の促進及び多様な交流の拡大

首都圏への人口一極集中の是正や働き方改革など、人々の暮らし方そのものの変革

の時代を迎えるなか、地域に働く場を確保することによって、高校卒業後における大都

市圏等への若者の流出に歯止めをかけるとともに、ＵＩＪターンによる人口増加を目

指します。

また、本市の温暖な気候や、風光明媚な自然景観などの地域の魅力をアピールするこ

とにより、「移住」や「観光」といった交流人口の拡大による地域活性化や経済振興を

推進するとともに、「地域を想う」「地域を応援する」など、様々な形で関わりを持つ

「関係人口」の拡大を目指します。

就労・結婚・子育てなどの社会環境の向上及び魅力ある地域づくり

この地域で働きながら、希望に沿った出会いや結婚・出産・子育てを行い、安心して

快適に生活することができる環境づくりを目指します。

また、災害発生時や感染症拡大等のリスクに対応した「新しい生活様式」を取り入れ

つつ、学校教育や生涯学習、芸術文化活動やスポーツ活動等を通じ、すべての世代が心

豊かに健やかな暮らしを実現できる魅力ある地域づくりを目指します。
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５．総合戦略の推進体制

（１）推進体制

総合戦略に掲げられた目標を達成するためには、行政だけではなく、官民協働による取

組が不可欠です。

そこで、効果的・効率的に実施できるよう、地方創生総合戦略策定推進会議を開催し、

産官学金労等の関係者が総合戦略において設定した数値目標について検証を行うなど、

総合戦略の推進にあたっては、ＰＤＣＡサイクルによる施策展開を行います。

ＰＤＣＡサイクル

（２）国や県の総合戦略との連携や制度の活用

総合戦略に掲げられた目標を達成のため、各種施策及び取組の実施にあたり、国や県の

総合戦略に基づく施策と連携していくとともに、地方創生推進交付金をはじめとする地

方創生に係る各種補助制度や企業版ふるさと納税制度等を積極的に活用していきます。

Plan（計画）
基本目標に対して設定した数値目標や、各種施策に対して

設定した重要業績評価指数（ＫＰＩ）等を設定した総合戦略

を策定します。

Do（実施） 総合戦略に基づく各施策や取組を実行します。

Check（検証）
数値目標や重要業績評価指数（ＫＰＩ）の達成度について、

産官学金労等の関係者で構成する第三者機関によって客観

的に評価・検証します。

Action（改善）
検証結果を踏まえて各施策や取組を見直すとともに、必要

に応じて総合戦略の見直しを行います。
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６．総合戦略における基本目標

国や県の総合戦略との整合性を図りながら、本市の実情に応じた基本目標を次のとおり

設定します。

基本目標１．安定して働くことができる場の確保

●基本目標

勝浦市に住み、住み続けるためには「安定して働くことができる場の確保」が必要なも

のの一つとして考えられ、これは地域社会が持続するための基礎であり、地域経済の活力

となるものです。

そのため、地場産業である農業や水産業、歴史ある商工業の活性化、海と山などの豊か

な自然を活かした観光振興を促進することによって、雇用の創出につなげるとともに、社

会経済環境の急激な変化にも耐えることができる地域産業構造の構築を目指します。

●数値目標

※基準値は、市町村税課税状況の調の数値。

目標値は、国立社会保障・人口問題研究所の推計人口を基にした推計値。

基本目標２．新しい人の流れや関係づくりの構築

●基本目標

人口減少社会は、地域の活力の衰退につながるため、持続可能な地域社会を構築するた

めには、新しい人の流れや他の地域の人との関係づくりが必要となります。

そこで、観光における滞在時間の延長や交流人口の増加に繋げるため、年間を通じて温

暖な気候であり、海と緑の美しい豊かな自然などの地域資源を活かした通年型の観光地

づくりや、各種イベントの実施、魅力ある特産品の開発等による観光振興を図ります。

また、移住地としての本市の魅力をアピールしつつ移住・定住を促進する仕組みを構築

するとともに、ふるさと納税制度の活用による新たな関係づくりを推進し、新しい人の流

れが生まれる地域づくりを目指します。

●数値目標

※基準値は、千葉県毎月常住人口調査報告書（年報）。

目標値は、国立社会保障・人口問題研究所の推計値。

指標 基準値（令和元年度） 目標値（令和７年度）

個人住民税所得割納税義

務者数
６，９２２人 ６，６１９人

指標 基準値（令和元年度） 目標値（令和７年度）

人口の社会増減数 △１１２人 △５８３人
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基本目標３．子どもを産み育てる環境の充実

●基本目標

子どもは、将来を担う地域の宝であり、子ども一人ひとりを地域全体で大切に育むとい

う考えのもと、子どもを産みたいと願う人が安心して産み育てることができるよう、結婚

から妊娠、出産、子育てまでの各ライフステージに応じた切れ目のない支援が必要です。

そこで、子どもを産みたいと願う人の不安や経済的負担の軽減を図り、子育てしやすい

環境の整備を進めることにより、年少人口割合の急激な減少を抑えつつ、人口構造の安定

による持続可能な地域づくりを目指します。

また、結婚を望んでいる人に対し、後押しとなるような相談体制の構築や、男女の出会

いの場の提供など、結婚しやすい環境づくりを進めます。

●数値目標

※基準値は、千葉県年齢別・町丁字別人口。

目標値は、国立社会保障・人口問題研究所の推計値。

基本目標４．ひとが行き交い、暮らしやすい地域の実現

●基本目標

勝浦市に住み、住み続けるためには、多くの人が暮らしやすいと感じることが重要です。

そのため、安心・安全な暮らしを目指した上で、海と緑の美しい自然と、地域固有の歴

史・文化などを活かした様々な活動が盛んに行われるような環境づくりを促進し、多くの

「ひと」が訪れ、思い思いに人々が交流する賑わいあるまちづくりを目指します。

また、ライフステージに応じた各種スポーツ教室などの内容を充実させるなど、子ども

から高齢者まで、心身ともに健やかに暮らせるような取組を推進します。

●数値目標

※基準値は、千葉県年齢別・町丁字別人口。

目標値は、国立社会保障・人口問題研究所の推計値。

指標 基準値（令和元年度） 目標値（令和７年度）

年少人口（0～15歳未満） １，１９５人 ９０８人

指標 基準値（令和元年度） 目標値（令和７年度）

人口 １７，０５５人 １５，４０７人
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７．総合戦略における各施策と主な取組

本市が設定した４つの基本目標に基づく各施策の方向性や、主な取組は次のとおりです。

基本目標１

安定して働くことができる場の確保

基本目標２

新しい人の流れや関係づくりの構築

基本目標３

子どもを産み育てる環境の充実

基本目標４

ひとが行き交い、暮らしやすい地域

の実現

【施策１】農林水産業の振興

【施策２】商工業の振興

【施策１】観光振興による交流人口の拡大

【施策２】移住・定住施策の促進

【施策３】関係人口の増加に向けた取組

【施策１】結婚のしやすい環境づくり

【施策２】周産期・乳幼児期における支援

【施策３】学校教育期における支援

【施策２】魅力ある地域づくりの推進

【施策１】地域公共交通の確保

【施策３】安心・安全な暮らしの確保
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基本目標１．安定して働くことができる場の確保

【施策１】農林水産業の振興

●施策の方向性

地場産業の農業や漁業は、経営の近代化による安定化を推進するするとともに、農

林水産物の品質向上、ブランドの構築、６次産業化による高付加価値化を図ることで、

経営の持続的な発展と新規就業者や後継者の育成など、新たな担い手の確保を支援

します。

また、勝浦産農林水産物などの地場産品の販売先を確保しつつ更なる販路拡大を

目指すとともに、勝浦漁港への外来漁船誘致の取組を促進します。

●主な取組

・新規就農者及び後継者の確保・育成の支援

・新規漁業者及び後継者の確保・育成の支援

・勝浦漁港への外来漁船誘致活動の促進

・勝浦産農林水産物等の地場産品のブランド化及び販売促進

・農林水産業の基盤づくりの強化

●重要業績評価指標（ＫＰＩ）

指標 基準値（令和元年度） 目標値（令和７年度）

農業者数 ２，４０３人 ２，３３０人

漁業者数 １，９６５人 １，８６８人
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【施策２】商工業の振興

●施策の方向性

商工業においては、日々の消費活動における利便性の確保や、雇用の創出による地

域経済の活性化を図るため、商工会と連携し、商店街組織の強化及び活性化を促進す

るとともに、インターネット販売やキャッシュレス決済サービスの普及など、経済活

動を取り巻く社会変化や消費者ニーズに対応した新しい事業展開を志す事業者に対

する支援の充実を図ります。

また、テレワークをはじめとする多様な働き方が進むなか、ワーケーションなどの

新しい働き方を導入する企業等に勝浦市を選んでもらえるように、企業ニーズを見

極めつつ、遊休施設等を受皿とした企業立地を促進します。

●主な取組

・商工会と連携した商店街の活性化

・起業・創業・事業承継希望者に対する支援体制の強化

・優遇措置等のＰＲ等による企業誘致の促進

・中小企業の経営近代化の促進

●重要業績評価指標（ＫＰＩ）

※中小企業資金融資利子補給事業及び小規模事業者融資資金利子補給事業

指標 基準値（令和元年度） 目標値（令和７年度）

新規利子補給事業者数

（延べ人数）
－ ７０事業者
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基本目標２．新しい人の流れや関係づくりの構築

【施策１】観光振興による交流人口の拡大

●施策の方向性

本市の特性である、温暖な気候や、海と緑の美しい豊かな自然などの地域資源や、

四季を通じて開催している勝浦朝市、各種イベントの実施による観光振興施策を切

れ目なく実施するとともに、農林水産・商工・観光など分野を超えた横断的取組や

DMO法人等の関係者との連携を図ることにより、地域の稼ぐ力を引き出し、観光産
業の更なる発展を目指します。

また、魅力的な観光地の基盤づくりを強化するため、観光業関係者、農業・漁業な

どの関係者と連携して新たな体験型観光メニューを開発するなど、滞在時間の延長

及び交流人口の増加を目指します。

●主な取組

・新たな体験型観光メニューの開発

・地域資源を活かした観光イベントの開催

・観光地の基盤づくりの強化

・戦略的な情報発信及びプロモーションの実施

・観光ぷらっとフォーム事業

・かつうら海中公園再生計画事業

●重要業績評価指標（ＫＰＩ）

指標 基準値（令和元年度） 目標値（令和７年度）

観光入込客数 ９００千人 １，１９７千人

市内宿泊客数 ３１２千人 ４１４千人
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【施策２】移住・定住施策の促進

●施策の方向性

首都圏に位置しながら、風光明媚な景観を有し、夏は涼しく、冬は暖かい気候であ

ることから、移住地としての本市の魅力をアピールしつつ、若年層から高齢者まで、

幅広い移住希望者のニーズに対応するため、国の制度等を活用しつつ、移住・定住を

促進する仕組みや支援体制の充実を図ります。

特に、若者をターゲットとした定住促進対策を実施するとともに、テレワークの普

及に伴い、働く場所を問わない働き方を実践する移住希望者への施策を実施するこ

とにより、市の人口における社会増を目指します。

また、学校と地域住民の連携・協働により、生まれ育った地域についての理解を深

め、地域への愛着を醸成します。

●主な取組

・移住・定住相談体制の充実

・移住ポータルサイトやＳＮＳによる移住地としての魅力発信

・空き家バンク制度の活用による住まいに関する情報提供

・若者やテレワーク実施者にターゲットを絞った定住促進施策の実施

・特色ある学校教育の推進

・地域全体で子どもの学びや成長を支える地域づくりの推進

●重要業績評価指標（ＫＰＩ）

指標 基準値（令和元年度） 目標値（令和７年度）

空き家バンク成約件数

（延べ数）
－ ６０件

若者等定住促進奨励金

交付件数（延べ数）
－ ６７件
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【施策３】関係人口の増加に向けた取組の推進

●施策の方向性

人口減少や少子高齢化が進展するなか、地域の担い手不足という課題の解決手段

の一つとして、全国勝浦ネットワークや友好都市である西東京市との行政間での交

流に加え、近年では移住による「定住人口」でもなく、観光等による「交流人口」で

もない、多様な形で地域と繋がる「関係人口」がその重要性を増しています。

この「関係人口」の増加は、地域外からの交流の入り口を増やすものであり、未来

の交流人口や定住人口の増加に繋がることが期待できます。

本市では、ふるさと納税制度を活用し、「地域を想う」「地域を応援する」といっ

た新たな形で地域と関わる人々である「関係人口」の増加を目指します。

●主な取組

・友好都市との交流促進

・ふるさと納税のＰＲの強化

●重要業績評価指標（ＫＰＩ）

指標 基準値（令和元年度） 目標値（令和７年度）

ふるさと納税寄附件数 ９７，９７２件 ９８，０００件
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基本目標３．子どもを産み育てる環境の充実

【施策１】結婚のしやすい環境づくり

●施策の方向性

結婚を望んでいても、個人を取り巻く環境や様々な事情により、将来のパートナー

と出会う機会が少ない人に対し、後押しとなるような相談体制の構築や、男女の出会

いの場の提供など、勝浦市婚活支縁員をはじめとする市民ボランティアと連携した

取組により、結婚しやすい環境づくりを推進します。

●主な取組

・婚活支援体制の充実

・婚活イベントの開催等による男女の出会いの場の創出

●重要業績評価指標（ＫＰＩ）

指標 基準値（令和元年度） 目標値（令和７年度）

婚活支援イベント開催

回数
５回 ５回
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【施策２】妊娠期から乳幼児期における支援

●施策の方向性

妊娠期から出産後の小学校就学前までは、母子ともに様々な不安や負担を抱える

時期であることから、それぞれの段階において切れ目のない支援を行い、子どもを産

み、育てたいという若い世代の妊娠・出産・子育ての希望をかなえるため、子育てに

関する相談体制の整備とともに、経済的・身体的・精神的負担や不安を軽減する施策

を充実していきます。

●主な取組

・母子保健および子育て支援相談の充実

・妊婦や母子の健康保持・増進のための取組

・医療費助成による子育て世帯への支援

・不妊治療を受けている世帯への支援

●重要業績評価指標（ＫＰＩ）

指標 基準値（令和元年度） 目標値（令和７年度）

１歳６ヶ月児検診受診率 ８６．５％ １００％

３歳児検診受診率 ９３．５％ １００％
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【施策３】学校教育期における支援

●施策の方向性

小学校就学後においては、保護者への補助や相談体制の整備など、経済的・身体

的・精神的負担や不安を軽減する施策を充実するとともに、国際武道大学等との連携

や、多様な体験活動等により、特色ある学校教育を推進します。

また、学校と地域住民の連携・協働により、地域全体で子どもの学びや成長を支え

る地域づくりを推進するとともに、災害発生時や感染症拡大等のリスクに対応した

学習環境の整備に努めます。

●主な取組

・子育て支援施設の充実

・医療費助成による子育て世帯への支援

・学校給食費の負担軽減による子育て世帯への支援

・特色ある学校教育の推進

・情報化の推進による学校や家庭における学習環境の整備

・国際武道大学との連携による運動指導等の充実

・地域全体で子どもの学びや成長を支える地域づくりの推進

●重要業績評価指標（ＫＰＩ）

指標 基準値（令和元年度） 目標値（令和７年度）

放課後ルーム入所希望者

受入率
１００％ １００％

支援教室・セミナーの開

催日数※

※地域学校協働活動開催日数

１０８日 １２０日
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基本目標４．ひとが行き交い、暮らしやすい地域の実現

【施策１】地域公共交通の確保

●施策の方向性

公共交通はこの地域に住む者にとって、通勤・通学の手段や、自家用車を持たない

高齢者等の移動手段として、大変重要な役割を果たしており、高齢化の進展によりそ

の必要性は今後さらに高くなることが予想されることから、国や運行会社など関係

機関への要望活動を行うとともに、運行支援を行うなど公共交通網の維持に努めま

す。

また、予約制乗合タクシー（デマンドタクシー）の運行のほか、地域の実情に合っ

た生活交通のあり方について検討するなど、公共交通空白地域の解消及び利便性の

向上を目指します。

●主な取組

・ＪＲ外房線の運行維持及び利便性向上のための取組

・市内路線バスの運行維持及び利便性向上のための取組

・予約制乗合タクシー（デマンドタクシー）の運行

・公共交通空白地域の解消への取組

●重要業績評価指標（ＫＰＩ）

指標 基準値（令和元年度） 目標値（令和７年度）

予約制乗合タクシーの

１日あたり乗車人数
１９．８人 ２０．０人

市内路線運行回数 ４７回／日 ４７回／日
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【施策２】魅力ある地域づくりの推進

●施策の方向性

若年層から高齢者まで、「本市に住みたい」「住み続けたい」と感じられるような

魅力的な地域とするため、芸術文化公演の開催や様々な活動を通じた生涯学習を推

進するとともに、魅力ある地域づくりには市民協働の取組が必要不可欠となること

から、地域団体等が自主的に行うまちづくり活動を支援します。

また、子どもから高齢者まで、心身ともに健やかに暮らせるようライフステージに

応じた各種スポーツ教室の開催など、国際武道大学や各種団体との連携による生涯

スポーツを推進します。

●主な取組

・多様なニーズに対応した学習機会の提供

・サークル活動の支援

・芸術文化公演の開催

・スポーツを通じた健康づくりの推進

・地域団体等による自主的なまちづくり活動の支援

●重要業績評価指標（ＫＰＩ）

指標 基準値（令和元年度） 目標値(令和７年度)

市民文化教室（カルチャ

ースクール）参加者数
８０２人 ８００人

芸術文化交流センター

来館者数
１３６，９５５人 １００，０００人

住民主導型地域づくり

支援事業件数（延べ数）
－ １５団体
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【施策３】安心・安全な暮らしの確保

●施策の方向性

地域の高齢化による担い手不足やコミュニティの弱体化が懸念される中、高齢者

等にとって安全で安心な暮らしが確保されるよう市民の心身の健康保持及び生活の

安定のために必要な援助を行うなど、支え合いの仕組みづくりを推進します。

また、自らの命は自らが守る「自助」、ご近所や地域の主体のほか各種市民活動で

共に助け合う「共助」及び行政が救助・支援を行う「公助」の連携により、消防・防

災・防犯対策等を推進します。

●主な取組

・高齢者等の包括的な支援

・自主防災組織の設立促進

・消防防災施設・設備の充実

・防犯カメラの設置推進

・交通安全の啓発

●重要業績評価指標（ＫＰＩ）

指標 基準値（令和元年度） 目標値(令和７年度)

自主防災組織率 ５８．０％ ７７．１％

防犯カメラ設置台数 ３１台 ３６台


